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平成17年11月15日

日本ローン債権市場協会（ＪＳＬＡ）推奨の
「貸付債権等譲渡に関する契約書（問題債権用）」公表にあたって
JSLA問題債権委員会では、問題債権売買市場への参入を容易にし投資家層を拡大するために、問題債権売買取引に関する標準的な契約内容の検討を進めてきました。

この度、委員会での協議および理事会での決議を経て、以下の研究成果を公表します。

・貸付債権等譲渡に関する契約書（問題債権用）（JSLA平成17年度版）および解説
今回作成の貸付債権等譲渡に関する契約書は、委員会メンバーが本邦問題債権売買市場において実際に使用している契約書を持ち寄り、それらを基にして比較検討の上で考え方を整理し推奨契約として作成したものです。
本推奨契約は、既に成立し多くの売買が行われている市場に、ひとつの考え方を提示するものです。実際の契約当事者間で、既存の契約書、両者の事情や時点に合わせた修正が行われることを前提にしております。
推奨契約書の構成は、同一の売手と買手の間で継続的に売買取引が行われることを想定して、基本契約書と個別取引毎に締結する契約書に分かれています。同様の構成をとるJSLAにおける正常債権取引契約書に比べると、債務者の法的整理を含む信用状態悪化時、担保の取扱、売手と買手双方の責任範囲に関する規定の明確化をはかっています。

また、信用状態の悪化した債務者の債権は、複数回の売買が行われることが比較的多いことから、推奨契約書では債権の転売を容易にすることを考慮しております。
本推奨契約に関するご意見等は、今後の協会の活動の参考とさせて頂きたく存じますので、本ホームページ上「ご意見」欄にお寄せください。
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